
項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

有 有

有 有

有 有

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H30)

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

武蔵野の落ち葉
堆肥農法世界農
業遺産推進事業

根拠法令 H30予算現額

100千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

平成２８年度日本農業遺産認定に
伴い、農法を次世代へ継承していく
ため、協議会としてPR事業や、視
察の受け入れを実施。協議会全体
で実践農業者は１２名増（所沢１
名）となった。
また、市主催行事として市内実践
農業者平地林にて、落ち葉掃きイ
ベントを実施した。

H30年度に改善した点

①武蔵野の落ち葉堆肥農
法PR事業

②事務担当者会議開催回
数

③

武蔵野の落ち葉堆肥農法のPR

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、伝統的農法を次世代へ継承していくとともに広く
PRに向けた取組みを進めて行くものであるため、こ
の事務事業評価においても、協議会としての目標を
設定する。（なお、目標は数値化できないため、取り
組みを目標とする。）

農法に必要不可欠な落ち葉掃き実施に関
し、実践農業者への負担軽減や補助等の
実施について協議した。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100千円 100千円

H30決算額（見込み）

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約 100千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれるべき
伝統的な農業システムとしての武蔵野の落ち葉堆肥農法
を広く発信することを目指すとともに、平地林の育成と落ち
葉堆肥を利用した伝統的農法の継続を推進するものであ
る。

0.19 人
非常勤
特別職

落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

のぼり旗、ロゴマーク・
シールの配布

目標達成済
落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

実践農業者の支援方
策について協議

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,612千円 臨時職員
①武蔵野の落ち葉堆肥農
法PR事業

②５回

③

H30年度目標 H30実績
今後も、落ち葉堆肥を利用した伝統的農
法を次世代へ継承していくとともに、農業
者の声にも耳を傾け、広くPRしていくことに
より、農作物のブランド化を通じて地域の
活性化を図っていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.16 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H２９年度～ 1,341千円 臨時職員
落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

既に供用を開始し、管理台帳も作
成しているが、１名の地権者から同
意が得られず、農道が分断されて
いるため。

H30年度に改善した点

農道完成率
全ての地権者の同意を得て、所有権を取得し、
農道を完成させることを目標としているため、供
用部分延長／全長の数値を目標値としている。

農道の修繕を迅速に行うとともに、農道出
入口のチェーンや注意看板を更新し、一般
車両の進入防止や安全面に配慮した。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 171千円 137千円
①農道下の配管修繕

②

③

農業基盤整備推
進事業

H30予算現額 H30決算額（見込み）

‐ 172千円 61千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

大型農業機械の導入や農業経営の規模拡大等のため、中
富字月野原地区の耕作地中央部分に東西を結ぶ農道（通
称「中富農道」）を整備し、管理していく。平成２８年４月に
供用開始、現在、農道の維持管理修繕を行っている。

0.09 人
非常勤
特別職

100.0% 97.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

97.0%

100.0%

１名の地権者から所有権移転に係る同意を得ら
れていない。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

764千円 臨時職員

①１回

②

③

H30年度目標 H30実績
農道として機能しているが、農道の分断解
消が求められている。
今後も地権者に働きかけるとともに地元農
業者の要望を確認しながら農道完成を目
指す。

期間 0.08 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２０年度～ 670千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

農業振興地域の整備に関する法律に基づき行った基礎調
査（アンケート調査分析、一筆調査、基礎資料及び基礎資
料附図作成）の結果及び都市計画の大きな変更を踏まえ、
農業振興地域整備計画を改定するものである。

H30正規職員
人件費

H３０～H３１

H29決算額 指標名

農業振興地域整
備計画改定事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢市農業振興地域整備計画の
改定に向け、スケジュールどおり作
業が進んだため。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

農業振興地域の整備に関する法律 6,000千円

H30年度に改善した点

Ｒ元年度の計画策定に向けてスケジュールどお
り進めるため、計画策定の進捗率を目標とし
た。

農業振興地域の振興策をより進めていく
ため、法で求められている項目に、農業振
興地域内農地を確認する一筆調査を行う
とともに、新規就農や農福連携など市独自
の視点を加え素案を作成した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

今後は、市民説明会、パブリックコメント、
農振協議会や県との法定協議を実施して
いく。
また、今後管理をしやすい農用地利用計
画及び地番図を完成させる。

有 有

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
①所沢市農業振興地域整
備計画の基礎調査

②農振協議会

③ワーキンググループ

計画策定の進捗率根拠法令

5,120千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

臨時職員

①基礎資料の完成

②１回（諮問）

③２回

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

50.0% 50.0%

100.0%

期間 0.56 人
非常勤
特別職

R元年度目標

4,693千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

狭山茶農業遺産
推進事業

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

274千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

狭山茶農業遺産推進協議会規約 農業遺産の認定は、一次審査（書
類審査）の結果、見送られることと
なったため。

H30年度に改善した点

①認定申請に向けた準備
②認定申請書提出
③事務担当者会議及び
ワーキンググループ会議開
催回数

日本農業遺産及び世界農業遺産の認定

狭山茶農業遺産推進協議会は、農業遺産認定に向
けた取組を進めていくものであるため、この事務事業
評価においても、協議会としての目標を設定する。
（なお、目標は数値化できないため、取り組みを目標
とする。）

農林水産省（専門家会議）より指摘を受け
た事項について、入間市等の主要産地の
市、埼玉県茶業協会、埼玉県茶業研究所
等をメンバーとするワーキンググループを
立ち上げ、協議していくこととした。

農業遺産の認定は、一次審査（書類審査）の結
果、見送られることとなったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農業遺産認定に向け、ワーキンググルー
プ等で協議を図りながら、申請書の作成な
どの準備を進めていく。

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,549千円 948千円

H30決算額（見込み）

①作成した申請書を総会に
て承認
②一次（書類）審査にて不
採用
③３回及び２回

H30年度目標

H30目標値が未達成の理由・分析

狭山茶の「日本農業遺産」への認定（７月２６日協議会設立
以降は、「世界農業遺産」を含む「農業遺産」への認定）を
目指すとともに、「自園・自製・自販」という特色あるシステ
ム（6次産業）を打ち出すことにより、狭山茶産地の認知度
を高め一層のブランド化を図るものである。

0.36 人
非常勤
特別職

協議会の開催
総会:1回、担当者会
議:2回

3,055千円 臨時職員

農業遺産への認定の申請
準備に向けた検討

ワーキンググループの立
ち上げとその開催

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

H30実績

H30正規職員
人件費

R元年度目標

2,765千円 臨時職員 再申請に向けた準備

期間 0.33 人
非常勤
特別職

Ｈ２９年度～
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環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H30)

第５章　産業・経済  第１節　農業

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

無 無

有 無

実施計画ランク

H30予算現額

有 有

農業
振興
課

環境保全型農業
支援交付金交付
事業

指標名H29決算額H29予算現額

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

環境にやさしい農
業推進事業

根拠法令 H30予算現額

1,442千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

新たに補助対象のメニューを加え
たことにより、前年の水準が若干上
回ったものの、目標の数値にはま
だまだ達成していないため。

H30年度に改善した点

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増やす
ことが当該事業の目的となっているため、事業の利
用者数を指標とする。
目標値としては、市内の全農業者の利用を目指し、
前年の水準を維持することを目標とした。

ＪＡいるま野と協議し、黒色の生分解性マ
ルチを新たに補助の対象としてメニューに
加えた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新しくメニューに加えた黒色の生分解性マ
ルチについて、情報提供や周知を行い使
用率の向上を目指していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,200千円 962千円
①フェロモントラップ設置農
家数
②緑肥購入農家数
③生分解性マルチフィルム
購入農家数

事業参加農家戸数
（フェロモントラップ設置農家数＋緑肥購入農家
数＋生分解性マルチ購入農家数）

H30決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,200千円 1,004千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信攪
乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２以
内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共存
を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。

0.17 人
非常勤
特別職

500戸 218戸

いるま野農業協同組合と協力し、農業者への周
知を図っていくなかで、メリット等の周知が徹底
されていない。

臨時職員

①１１４戸

②６５戸

③４２戸

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

500戸 221戸

500戸

期間 0.23 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H１４年度～ 1,927千円 臨時職員

H29年度目標 H29実績

H30年度目標 H30実績

化学肥料・農薬等による環境負荷軽減といった
環境保全型農業の維持・拡大を図ることを目的
としているため、環境保全型農業に取り組んだ
面積を指標とする。

有機農業行っている農業者に、当交付金
の案内を積極的に行い、受給者を増やし
た。
（交付金対象者：Ｈ29年度5人→Ｈ30年度6
人）

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

環境保全型農業に取り組んでいる農家同
士のつながりが弱いため、交流機会を設
けることで活発な意見交換を行い、環境保
全型農業の拡大・推進を支援していく。

有 有

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

環境保全型農業に取り組む者が増
えたことに伴い、目標としていた面
積を達成することができた。
今後も、本事業の周知を図り、環境
保全型農業の拡大・推進に努めて
いきたい。

H30年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 800千円 571千円
①有機農業の取組面積

②

③

環境保全型農業に取り組んだ面積根拠法令 H30決算額（見込み）

環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱
所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領

800千円 591千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合一

般

事業の種別

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等に
よる環境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上
が図られるような農業者の取組等に対し支援を行う。農業
者が行う地球温暖化防止、生物多様性保全等に資する取
組が対象となる。化学肥料、化学合成農薬を都道府県の
慣行レベルから原則５割以上低減する取組とあわせて、①
～③のいずれかの取組ひとつを選択して実施。
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全
に資する施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しな
い農業）の取組

0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 600a 606a

1,358千円 臨時職員 0.00 人
①７３８a

②

③

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

600a 738a

740a

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H２４年度～ 1,425千円 臨時職員 0.00 人

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2回

②2,354戸

指標名

H30決算額（見込み）

農業委員会等に関する法律 597千円 462千円

目標設定の考え方・根拠

533千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、広報の役割を果たせるように努
める。

H30年度に改善した点

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

情報を効果的に伝えるため、文字の大き
さ、見出し・表組・写真等の配置を工夫す
るなど読みやすい紙面構成に努めた。

679千円 臨時職員 0.00 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 594千円

非常勤
特別職

100.0% 100.0%

H30年度目標 H30実績

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

引き続き有意義な情報を提供するととも
に、農業者の知りたい情報は何か、の視
点を持ち、より一層読み手の興味の持てる
広報紙を作成していく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

0.08 人 0.00 人

期間 0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

「農委だより」発行
事業

根拠法令 H30予算現額

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、いるま野農業協同組合を通じて市内農業者
に配布する。併せて、いるま野農業協同組合各支店や各ま
ちづくりセンターに配架するとともに、市ホームページに掲
載する。

H29その他職員
従事割合

S53年度～ 1,173千円 臨時職員 0.00 人

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

農地法 176千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層遊休農地の発生防止・
解消に努める。

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

146千円

農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

期限を過ぎても是正されない農地の所有
者に督促通知を送付し、是正を促した。

H29年度目標

87.0%

目標達成済80.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 137千円 108千円

①遊休農地調査面積

②是正面積

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 80.0%

4,836千円 臨時職員 0.00 人

①756,806㎡

②663,848㎡

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

87.7%

80.0%H11年度～ 5,615千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人期間 0.67 人



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H30)

第５章　産業・経済  第１節　農業

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

有 有

無 無

有 有

有 無

H30予算現額

所沢市農地サポート事業実施要綱

H30年度目標 H30実績

①売買および貸借成立件
数

②利用集積農地面積

利用集積農地面積（㎡）

0千円

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

所沢市農地サ
ポート事業

根拠法令

0千円

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、他市町村
の農業委員会とも連携しながら、農地の流
動化を図る。

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

成果指標の目標を達成し、目的と
する農地の流動化は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層農地の流動化に努め
る。

H30年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円 農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標
値とする。

農業者への農地の売り渡し・貸し付け情報
を提供することに加えて、農業委員・農地
利用最適化推進委員により出し手と受け
手の利用調整を図った。

H29年度目標

H30決算額（見込み）

H29実績

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動化
を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポート
情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振興
課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動化を
図る。

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 20,000㎡ 58,757㎡

H29正規職員
人件費

0.00 人

①26件

②82,195㎡

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

82,195㎡

期間 0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H22年度～ 670千円

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別 H29予算現額

農地基本台帳情
報整備事業

根拠法令 H30予算現額

期間

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

農業委員会等に関する法律 838千円 734千円

目標設定の考え方・根拠

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地基本台帳の情報整
備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、農地情報を適正に管理する。

H30年度に改善した点

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。

営農意向情報を入力し、農地の流動化に
向け実効性のある情報を充実させた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 826千円 733千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

100.0% 100.0%

H30年度目標 H30実績2,036千円 臨時職員 0.00 人

①18,200筆

②18,200筆 R元年度目標

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

全国規模で導入された農地基本台帳シス
テムは現在稼働中のシステムと機能が大
きく異なるため、現行システムと並行稼働
し、農地情報を引き続き適正に管理してい
く必要がある。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの農地情
報を整理し、農地基本台帳として整備する。

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27年度～ 2,095千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

農業人材力強化総合支援事業実施要綱、所沢市経営開
始資金事業実施要領

15,000千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

新規就農相談はあったものの、実際の就農には
結びつかなかった

1人

3人

1,527千円 臨時職員

①9人

②

③

H30年度目標

平成30年度は新規就農者が0人で
あり、目標未達成であった。

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

12,990千円

全国農業会議所、埼玉県の協力のもと、
新規就農に係る市の取組を全国に発信
し、意欲ある新規就農者の増加に努めた
い。

新規就農者数

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
新たな担い手として独立自営就農を行う新規就
農者の人数を目標として設定した。

埼玉県農業大学校への就農相談会などに
参加するなど積極的に取り組んだ。
就農意欲の高揚を図るとともに制度をわ
かりやすく説明するパンフレットを作成し
た。

H29年度目標

5人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,000千円 14,121千円
①給付対象者人数

②

③

経営開始資金事
業

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

農業経営を開始した４５歳未満の独立・自営農業者で、人・
農地プランに地域の中心となる経営体として位置付けられ
ている、または、位置付けられることが確実と見込まれてい
る青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安定化
を図るため、経営開始資金を交付し、支援する。

0.18 人
非常勤
特別職

H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0人

1人

非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２４年度～ 1,257千円 臨時職員

期間 0.15 人

50,000㎡

50,000㎡

424千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H29その他職員
従事割合

H30決算額（見込み）

①5名

②7回

③

H30年度目標

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

優先
①輸出国基準合格生産者
数

②海外展開会議開催回数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

平成２９年度の狭山茶可能性調査
の実施から本格的にフランスへの
輸出を開始するために５名の希望
者が検査に合格した。また、現地協
力者との調整を行い、茶業協会海
外展開部会内で会議を重ね実際に
輸出を実施し、試験販売にこぎつけ
た。

1,000千円

H30目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

5名

7名

H30年度に改善した点

輸出国基準合格生産者数
EU圏への輸出に必要な基準に合格しなけれ
ば、店頭販売ができないことから、基準合格生
産者数を指標とする。 特になし。

H29年度目標
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

臨時職員

目標達成済5名

H29実績

H29決算額

A
狭山茶海外展開
等支援事業

根拠法令 H30予算現額

所沢市狭山茶海外展開等支援事業費補助金交付要綱 1,000千円

事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

所沢市の基幹産業である狭山茶の新たな需要を見いだす
ため、所沢市茶業協会が行う所沢産狭山茶の海外展開へ
の取組及びインバウンドの集客への取組に対し、支援を図
る。

期間 0.28 人
非常勤
特別職

R元年度目標

海外展開に向けての必須事項等はクリア
しているが、販売していくべき消費者層に
対するアプローチの仕方や商品の価格に
対するブランド力が高められていない。

2,346千円

H30実績

臨時職員H３０～H３１

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H30)

第５章　産業・経済  第１節　農業

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

有 有

有 有

有 有

H29予算現額

農地所有適格法
人等支援事業

根拠法令 H30予算現額

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱

重要

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、遊休農地等を耕作地として
拡張した際に、この農地所有適格法人等に対し、借り受け
る農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.17 人

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

H29実績

H30年度目標 H30実績

H29決算額

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法人参入の窓口である川越農林振興セン
ターとの連携を進め、大手２社からの事業
説明会や現場確認を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

都市部での企業やＮＰＯ法人の新規参入
を後押しをする農地の貸借円滑化法が成
立し、今後は市街化区域も含めた農地の
有効活用にむけて制度の運用を図ってい
く。

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

平成３０年度は、１法人、4,000㎡が
農地の貸借を行い、支援を行うこと
ができた。

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
事業対象となる農地所有適格法人等の規模拡
大面積を目標設定した。

農地所有適格法人等規模拡大面積

2,000㎡ 4,000㎡

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 147千円 132千円
①対象法人数

②対象面積

③
21千円 4千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

非常勤
特別職

17,000㎡ 17,000㎡

1,442千円 臨時職員

①1社

②4,000㎡

③

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.10 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２７年度～ 838千円 臨時職員 5,000㎡

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

新規就農円滑化
推進事業

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

①０台

②48,125㎡

③

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱

新規就農者のうち、当該事業対象者が、該当す
る年度中に新規に借り受けた農地の面積（賃貸
借＋使用貸借/更新面積は含めない）を目標と
して設定した。

315千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

新規就農者数は増加していないものの、
既存の新規就農者の経営規模拡大により
農地拡大面積が増加した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

H29予算現額 H29決算額 指標名

①農業機械の導入

②新規就農者の農地拡大
面積

③

新規就農者の農地拡大面積

560千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,901千円 1,363千円

新規就農者の農地拡大面積を大
幅に増加させることができた。

H30年度に改善した点

H29実績

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の担
い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化の
ため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地の
賃借料の一部を補助し、支援する。

0.20 人
非常勤
特別職

20,000㎡ 64,824㎡

1,697千円 臨時職員 H30年度目標 H30実績

農業委員会と連携を密にし、農地貸借の
マッチングを積極的に進めるとともに、新
たな若手農業希望者の掘り起しが必要で
ある。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

25,000㎡ 48,125㎡

25,000㎡

期間 0.18 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２７年度～ 1,508千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

認定農業者等経
営改善推進事業

根拠法令 H30予算現額

14,400千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

事業の希望者も多く、認定農業者
の経営を改善する上でも有効な事
業の1つであると考える。

H30年度に改善した点

①気象条件に左右されない
農業施設
②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械
③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

要綱等で詳細が定められていない部分に
ついて、統一的な運用が図れるように内規
の一部を改定した。また、補助の要件であ
る名入れの方法について、実態に即した
変更を加えた。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,400千円 14,400千円

H30決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経
営改善推進事業実施要領

14,263千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整
備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する施
設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環境
にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④その他
農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械の
整備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり総
事業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助する。た
だし、施設の場合は１８０万円を限度とする。

0.24 人
非常勤
特別職

12件 12件

目標達成済12件 15件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,036千円 臨時職員

①2件

②10件

③0件

H30年度目標 H30実績

農業後継者経営改善推進事業との兼ね合
いも考慮しながら、農業者の実情に沿っ
た、より効果的な事業への変更を検討す
る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.25 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２０年度～ 2,095千円 臨時職員 12件

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標以上の成果が上がっており、
家畜伝染病の発生もなく、一定の
成果があげられたと考える。

H30年度に改善した点

実施頭数の合計

家畜伝染病の発生防止、周辺環境問題の発生
防止を図ることを目的としているため、予防接種
の実施頭数を指標としたい。
目標値としては、家畜（牛・豚）飼育頭数と事業
主体からの申請を基に、申請予想頭数を指標と
した。

前年に引き続き生産者と協議し、家畜防
疫や環境保全に使用する薬剤等に対する
補助対象に新規薬剤を導入することで事
業利用の活性化を図り、予算の満額執行
を達成した。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円 900千円
①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③

家畜防疫対策事
業費補助事業

H30予算現額 H30決算額（見込み）

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

900千円 900千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝染
病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、臭
気及び害虫等による周辺環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

0.13 人
非常勤
特別職

1010頭 1324頭

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1277頭

1010頭

目標達成済1010頭

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,103千円 臨時職員

①1,113頭

②164頭

③

H30年度目標 H30実績

引き続き防疫対策、環境対策の意識向上
に努め、定期的にワクチン接種と検査を実
施することで家畜伝染病の予防に努めて
いく。

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｓ６２年度～ 1,257千円 臨時職員

有 有



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H30)

第５章　産業・経済  第１節　農業

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

農業振興課長　青木　一圭

有 有

有 有

有 有

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

病害虫防除対策
事業

根拠法令 H30予算現額

594千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

農業者の高齢化や担い手不足等
に伴い、薬剤補助を受ける農業者
数が減少してしまった。

H30年度に改善した点

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者への支
援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数を指標と
している。
目標値としては、事業主体からの申請に基づき実施
するため、申請予想農家戸数となっている。

いるま野農業協同組合と連絡を密にとるこ
とで、事務手続きを適切かつスピーディー
に行うことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

いるま野農業協同組合と連携して事業の
周知の強化を図りたい。また、農業者にメ
リットがある事業内容になるように検討して
行きたい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,620千円 1,620千円
①補助実施戸数

②

③

薬剤補助を受けた農家戸数H30決算額（見込み）

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興
総合対策要綱

1,620千円 1,620千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

0.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 511戸 511戸

高齢化等に伴い年々農業者数が減少している
他に、農業者から要望はあるが、生活環境の面
から補助対象としていない薬剤があるため。

臨時職員 0.00 人
①392戸

②

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

500戸 392戸

400戸

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｓ６３年度～ 838千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

認定農業者制度は、農業者が「農業経営基盤の強化の促
進に関する基本的な構想」（平成２６年９月）に示された農
業経営の目標に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営
の改善を進めようとする計画を市町村が認定し、これらの
認定を受けた農業者に対して重点的に支援措置を講じるも
の。

0.26 人

H30正規職員
人件費

Ｈ８年度～

H29決算額 指標名

認定農業者育成
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値が未達成であるため。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

農業経営基盤強化促進法 80千円

H30年度に改善した点

認定農業者の経営改善意欲向上を目的とした
講演会であるため、講演会に参加した認定農業
者等の参加人数を指標としている。

平成３０年度は、「収入保険制度」と「所得
向上対策」の２つのテーマを掲げ、幅広い
内容の講演が聞けるよう配慮した。

農業者の関心の高い「収入保険制度」や「所得
向上対策」の講演会を実施したものの、例年と
は開催時期が一週ずれたこともあり、参加者数
の目標を達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

目標値を達成するためにも認定農業者の
関心が高いテーマの講演会を開催してい
く。そのため、認定農業者の意見を参考に
して、経営改善に繋がるテーマを決定して
いく。

有 有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40千円 40千円
①講演会の開催

②

③

認定農業者講演会における認定農業者等の参
加人数

根拠法令

53千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

50人 55人

2,206千円 臨時職員

①１回

②

③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

50人 49人

50人

期間 0.28 人
非常勤
特別職

R元年度目標

2,346千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

農業後継者育成
確保推進事業

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

530千円 530千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

目標値は未達成とはなったが、周
知先にＪＡいるま野の店舗を増やす
ことにより、昨年度よりも参加人数
を増やすことはできた。

H30年度に改善した点

①研修・交流会・イベント開
催数

②農業サポーター人数

③

研修・交流会・イベントへの参加人数

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との
交流をする機会を増やすことで、生産者や農作
物とふれあい、農業に対する理解と関心を深め
てもらうことができるため、交流会等の参加者数
を指標とする。

参加者を増やすため、ＪＡいるま野に周知
を依頼した。

参加人数は昨年度よりも増えたものの、交流会
等の開催回数が昨年度と同じであったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

参加者の増加が見込まれる魅力的な内容
の交流会等を開催していく。

50人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 530千円 530千円

H30決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

0.15 人
非常勤
特別職

50人 22人

1,273千円 臨時職員

①2回

②23名

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

50人 34人

期間 0.17 人
非常勤
特別職

R元年度目標

S５８年度～ 1,425千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

農業後継者の減少する中で、目標
の達成が図れたため。
後継者の育成・確保するために、農
作業を効率化する施設及び農業機
械の導入補助は重要であり、今後
も継続して行っていく必要がある。

H30年度に改善した点

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

若手農業者団体の会議において本事業の
紹介を行い、新規事業利用者の掘り起し
を実施した。
また、補助の利用条件である、機械等へ
の名入れの要件を、実態に即したものに
変更し、より補助を受けやすいようにした。

H29年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,750千円 6,676千円
①機械・施設の導入件数

②

③

農業後継者経営
改善推進事業

H30決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市農業後継者経営
改善推進事業実施要領

6,750千円 6,434千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

農業後継者が意欲的に農業経営の改善と省力化を推進
し、効率的な生産と生産物の品質向上を図ることが可能と
なるように補助する。
農業後継者が集団を組織し、経営改善・省力化のための
機械や施設の整備を行い、補助事業の導入効果について
市に研究レポートを提出する。予算の範囲内において1事
業主体あたり総事業費の2分の1以内で135万円を限度とし
て補助する。

0.24 人
非常勤
特別職

5件 5件

目標達成済5件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,036千円 臨時職員

①6件

②

③

H30年度目標 H30実績

認定農業者等経営改善推進事業との兼ね
合いも考慮しながら、農業者の実情に沿っ
た、より効果的な事業への変更を検討す
る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

7件

期間 0.25 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２０年度～ 2,095千円 臨時職員 5件



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(H30)

第５章　産業・経済  第１節　農業

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

有 有

有 有

無 無

有 有

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

連携事業として市民向け講習会の
講師として教授等を招聘するだけ
でなく、所沢市産業振興ビジョン推
進会議委員や所沢市都市農業振
興基本計画懇談会委員などを担っ
ていただき、大学の知識を積極的
に市政に提供いただいている。

H30年度に改善した点

平成２５年７月に官学連携協定を締結し、現在
まで盛んに連携協定の取組がなされてきた。今
後も強固な連携を図っていくため、連携協定企
画として取組を実施した回数を目標設定した。ま
た、大学側の都合も考慮し、前年度と同等の目
標値とした。

新たな試みとして、平成３０年度、令和元
年度の２ヵ年で実施する所沢市都市農業
振興基本計画策定に向けた懇談会の委
員に同学名誉教授に参加いただいたほ
か、同学副学長を講師とした市民向けの
「家庭菜園教室」を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も継続的に交流を図るとともに、大学
の知的資源を活かし、農産物のブランド化
などに結び付けることができるとよい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 170千円 48千円
①都市農業振興研究会（東
京農工大学連携推進協議
会）
②イベント等実施
③調査実習・講習会・委員
会等実施

連携・交流取組回数

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

‐ 170千円 201千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して都
市農業の重要性を再認識し、農業の担い手の育成・確保
や将来の農業経営にかかる問題解決に向けて、若手農業
者や先進的な取組を行っている農家との交流を通し、農業
の振興を図る。

0.19 人
非常勤
特別職

8回 8回

目標達成済

1,612千円 臨時職員

①1回

②3回

③4回

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

8回 8回

期間 0.23 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２５年度～ 1,927千円 臨時職員 8回

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

農業者年金推進
事業

目標設定の考え方・根拠

S

成果指標の目標を達成し、農業者
年金の加入推進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

H30年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることから、新
規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若年農業
者や加入資格を得た新規就農者を中心に推進するこ
とを考慮した目標値とする。

農委だよりへの制度案内の掲載やパンフ
レットの配布、戸別訪問による加入意向確
認を行った。加入の意向を示した農業者に
は再度戸別訪問して詳細を説明し加入を
促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38千円 21千円

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

新規加入者数（人）根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

農業者年金基金法 39千円 11千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマ
ン並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 2 人 7 人

1,527千円 臨時職員 0.00 人

①27人

②8人

H30年度目標 H30実績
従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と粘り強い加入推進活動を行う。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

2 人 8 人

2 人

期間 0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｓ45年度～ 2,011千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

体験農場利用者
ステップアップ事
業

根拠法令 H30予算現額

330千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

講習会参加者の約60％から「内容
に満足している」との声をいただい
ており、実際に畑を見ながら指導し
た農場では、「実地指導が良かっ
た」との好評を得ている。今後も周
知に努め多くの利用者に参加して
いただき技術向上に繋がるよう努
めていきたい。

H30年度に改善した点

①講習会参加人数

②コンテスト参加人数

③農作業体験参加人数

体験農場講習会参加人数
利用者の技術と意欲の向上、及び農業への関
心に最も寄与していると思われる「体験農場講
習会」の参加人数を指標とした。

参加者アンケートを実施し問題点と今後の
改善点を洗い出して次年度以降に改善で
きるようにしている。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 315千円 280千円

H30決算額（見込み）

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

250千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

体験農場利用者の農業技術の向上を図り、農業への関心
を深め、農のあるまちづくりを進めるため、講習会や野菜
及び区画圃場コンテスト、農家での農作業体験を実施し
た。

0.22 人
非常勤
特別職

170人 192人

第一回の講習会は、2日間の開催予定であった
が、悪天候により1日のみの開催となった。

170人 66人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,867千円 臨時職員

①66人

②33人

③3人

H30年度目標 H30実績

継続的な事業実施によって、農業への関
心を更に深め、利用者の技術向上と本格
的な農業に関心のある人を掘り起こしてい
く。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.25 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ２７年度～ 2,095千円 臨時職員 150人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

体験学習型所沢農産物PR事業親
子収穫体験などの各種PR事業の
開催においては、毎回好評をいた
だいている。また、市内農業者等が
販売する、採れたて！農産物直売
「とことこ市」では、売上が前年比増
加していることなどから、消費者に
地産地消が浸透してきたと考える。

H30年度に改善した点

所沢産農産物の直売所への出荷割合

　地元の農産物がどれだけ所沢で消費されてい
るのかを測るため、市場に流通する農産物では
なく、地元の直売所又は、スーパーなどへの出
荷を指標とした。

農産物直売所ガイドマップ（3年度ごとに改
訂）を改訂するにあたり、採れたて！農産
物直売「とことこ市」や農産物イベントの開
催情報を掲載し、より紙面の内容の充実を
図った。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,160千円 3,629千円
①とことこ市開催回数

②とことこ市売上実績

③体験学習型所沢農産物
PR事業親子収穫参加者

地産地消推進事
業

H30予算現額 H30決算額（見込み）

‐ 4,737千円 3,694千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直
売会の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施す
ることで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設の
PR活動を進める。

0.80 人
非常勤
特別職

60% 67%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

64%

60%

目標達成済60%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,788千円 臨時職員

①25回

②6,401,379円

③10組（20人）

H30年度目標 H30実績

今後、採れたて！農産物直売「とことこ市」
の運営の一層の支援をしていくとともに、
地産地消の各事業を整理していきながら、
地産地消の推進を図っていく。

期間 0.78 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｈ１５年度～ 6,536千円 臨時職員



環境
影響

有益
な
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有害
な
もの

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
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評価
理由
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計

活動実績(H30)

第５章　産業・経済  第１節　農業

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

有 有

有 有

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

体験農場推進事
業

根拠法令 H30予算現額

6,194千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

ほとんどの利用者は良好な耕作状
況となっているが、一部の利用者に
よる体調不良や怪我等のやむを得
ない理由により、指導実績が目標
値よりも高くなった。

H30年度に改善した点

月１回、全体験農場を巡回し、利用・管理状況に
ついて確認を行っている。
耕作状況が良くない区画について、利用者に伝
え有効利用できるよう改善していただくとともに、
自然とのふれあいや農業への理解の向上を
図っているため、指導件数を指標としている。

巡回等を効率的・重点的に行い、改善点
がある利用者には理解が得られるよう丁
寧に説明を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

規程の周知徹底や講習会の充実により、
体験農場を有効利用していただけるよう努
めるとともに、利用希望者が多いことから
計画的に整備を進め、利用者満足度の向
上に努めていく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,113千円 2,026千円
①貸出区画数

②受益者負担金

③

利用者への指導件数H30決算額（見込み）

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

698千円 822千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市民に農作業を体験していただき、農業への理解を深めて
もらうため、市内７箇所に体験農場を設置し、貸し出してい
る。

0.73 人
非常勤
特別職

50件以下 103件

利用者への周知は図っているが、体調不良や
怪我等のやむを得ない理由により、除草作業や
農機具残置につながったと考える。

臨時職員

①３８７区画

②1,224,000円

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

50件以下 269件

100件以下

期間 0.64 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｓ５９年度～ 5,363千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

新茶まつりの開催の支援を行うことで、所沢市の特産品で
ある狭山茶の普及宣伝を行うとともに、市民と茶生産者の
交流の場とすることを目的とする。
所沢市茶業協会主催のもと、新茶の時期に合わせ、茶摘
み体験、お茶の淹れ方講習会、手揉み茶の実演、新茶の
試飲、販売などを実施している。
平成30年度からは、会場を市役所西口広場から航空記念
公園駅前広場に移して開催している。

0.23 人

H30正規職員
人件費

Ｈ８年度～

H29決算額 指標名

ところざわ新茶ま
つり開催事業

目標設定の考え方・根拠

S

目標を超える成果が出ている。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市補助金等交付規則
ところざわ新茶まつり開催費補助金交付要綱

220千円

H30年度に改善した点

市民と茶生産者との交流の場とすることを目的として
いるため、お茶の淹れ方講習会への参加者を指標と
する。
また、目標値は講習会の定員数とする。（平成30年
度からは会場変更により定員数減少）

会場を市役所西口広場から航空記念公園
駅前広場に変更したことで、駅を利用され
る方など多くの方に参加してもらうことがで
き、お茶の淹れ方講習会も定員以上の方
に参加してもらうことが出来た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

来場者が、駅前ロータリーを横断する際
に、これからも自動車との事故がないよう
に交通整理を行っていく。
今後も狭山茶の普及宣伝となるよう開催
の支援を行っていく。

有 有

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 220千円 220千円
①お茶の淹れ方講習会へ
の参加者

②茶摘み体験参加者

③

お茶の淹れ方講習会への参加者根拠法令

220千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

60人 60人

1,952千円 臨時職員

①60人

②50人

③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

48人 60人

48人

期間 0.24 人
非常勤
特別職

R元年度目標

2,011千円 臨時職員

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

農業祭開催事業

根拠法令 H30予算現額

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

500千円 500千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

天候にも恵まれ、売り上げ実績を
達成できた。また、２日目の２時頃
には、各店で売り切れになるなど、
売れ行きも好調だった。

H30年度に改善した点

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会・品評会

売上実績

所沢農産物を生産者が直接販売するイベントにおい
ての、所沢農産物の認知度や需要を知るために指標
を売上実績とした。
目標値はその時期により相場の変化があることか
ら、前年実績と同様にした。

産業交流の一環として、農業祭会場にも
長野県上田市に出店していただき、イベン
ト全体の活性化に繋がった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

スケジュールを上手に管理しながら、さら
にステージ内容の充実を図ることで、農業
祭を盛り上げるとともに集客に繋げて行く。

4,500千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 500千円 500千円

H30決算額（見込み）

所沢市補助金等交付規則
所沢市農業振興総合対策要綱

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催する。
農業祭を通じて、都市住民との交流を深め、地産地消事業
を推進する。

0.24 人
非常勤
特別職

4,500千円 2,549千円

2,036千円 臨時職員

①2日

②3回

③6件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

4,500千円 4,596千円

期間 0.22 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｓ５３年度～ 1,844千円 臨時職員

H29予算現額 H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

新規のため、無し。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後は、市民との共有を図るため、市民説
明会、パブリックコメント手続を実施し、市
民の意見を確認・反映させていく。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

Ｒ元年度の計画策定に向けてスケジュールどお
り進めるため、計画策定の進捗率を目標とし
た。

A

所沢市都市農業振興基本計画の
策定に向け、スケジュールどおり作
業が進んだため。

H30年度に改善した点

有 有

H29その他職員
従事割合

優先事業 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
①庁内ワーキンググループ
会議開催数
②地権者へのアンケート実
施回数
③懇談会開催数

計画策定の進捗率

H30正規職員
人件費

都市農業振興基
本計画策定事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

都市農業振興基本法 181千円 174千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H30目標値が未達成の理由・分析

都市農業振興基本法に基づき、都市農業の振興に関する
計画（地方計画）を策定し、都市に「あるべきもの」である農
地の活用・保全と都市農業の安定的な継続を図る。

非常勤
特別職

目標達成済

H30実績

非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

50.0% 50.0%

H29年度目標 H29実績

①２回

②１回

③１回

H30年度目標

100.0%

R元年度目標

Ｈ３０～Ｈ３１ 4,358千円 臨時職員

臨時職員

期間 0.52 人


